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論文の内容の要旨

　本研究の目的は，アムステルダムにおけるマイノリテイ居住地区の変容を明らかにすることである。研究方法

は，次の通りである。まず，移民の現況を考察するために，オランダにおける移民の流入と移民政策について論

及した（第■章）。次に，アムステルダムの居住地区構造を因子分析および重回帰分析を用いて明らかにし（第皿

章），さらに都市域におけるマイノリテイ居住地区の拡大がいかにして生じるかを都市内での居住地移動の分析か

ら解明した（第W章）。以上の結果から，マイノリテイ居住地区の変容モデルを構築し（第V章），さらに，アム

ステルダムにおけるマイノリテイ居住地区の変容について考察をくわえた（第w章）。

　第n章では，第二次世界大戦後の復興期にオランダと地中海沿岸諸国との問に締結された雇用協定によって移

民が流入したこと，1979年に新たに策定された移民政策において帰化という認識が初めて示されたこと，および

1997年の移民法改正により二重国籍が認められなくなったこと等を言及し，移民を取り巻く諸政策を明らかにし

た。

　第皿章においては居住地区構造を検討した。その結果，アムステルダムの居住地区は同心円状の分布を示す世

帯特性，塊状の分布を示すエスニック特性，セクター状と同心円状の複合形状を示す社会・経済特性の重層的パ

ターンから成り立っていることが明らかとなった。また，社会・経済特性は，アムステルダムにおける居住地区

構造の主要な因子となっていないことも判明した。これは市内各地区に分散立地する社会住宅が，所得の再分配

としての機能を果たしているためである。なお，1990年代，マイノリテイの居住地区はインナーシティである中

心市街地の周辺地区からセクター状に郊外へと拡大していることも明らかとなった。

　第w章では，都市内の居住地移動の分析から，第皿章で確認されたマイノリテイ居住地区拡大のメカニズムの

解明を試みた。その結果，マイノリテイ居住地区は中心市街地の周辺地区から郊外地区へのマイノリティの外方

移動に基づいて変容していることが解明された。これは，アムステルダムにおける住宅が，同一ゾーン内で類似

する一方，ゾーン間で異なることと関連している。つまり，ライフサイクルにおける重要なイベントが生じない

限り，住民は床面積や家賃等が類似した住居を求める。類似した住居は同一ゾーン内に多数存在するため，同一

ゾーン内での移動，すなわち近距離移動が卓越する。

　第V章では，第皿章，第IV章の分析結果からマイノリティ居住地区の変容についてモデル化を試行した。ヨー

ロッパ諾都市の居住空問は，都市の歴史的発展過程を反映して概ね同心円構造を示すが，アムステルダムにおい
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てもその傾向がみられる。しかし，社会住宅を豊富に有するアムステルダムでは，マイノリティの居住地区は中

心市街地の周辺地区からセクター状に郊外へと拡大したものの，社会・経済特性は，中心市街地の周辺地区と郊

外地区で差異を呈していなかった。

　上記のような，居住地区パターンや社会住宅の影響はヨーロッパ諸都市に共通するものである。アムステルダ

ムのマイノリテイ居住地区の固有性としては，自然環境および人為環境の影響を指摘することができる。例えば，

申心市街地区の南部は高級住宅地区となっているが，この高級住宅地区が，その東西に存在するマイノリテイ居

住地区聞の移動を遮断し，東西のマイノリテイ居住地区をそれぞれに独立的な存在にしている。そのため，マイ

ノリティ居住地区は同一ゾーン内で拡大せず，外方移動によってセクター状に郊外へと拡大した。このような地

域的条件がアムステルダムにおけるマイノリテイの都市内の居住地移動に影響を及ぼし，さらにはマイノリテイ

の居住地区における変容の要因になっている。

審査の結果の要旨

　本研究の主要な評価は，次の通りである。第一に，マイノリテイ居住地区を定量分析に基づいて実証した点で

ある。第二に，都市内居住地移動のデータからマイノリテイ居住地区の変容過程を動態的に分析し，その結果，都

市の内部構造に関する研究に変容過程を付加した点である。第三に，既往の研究と比較することによって，アム

ステルダムにおける都市の内部構造の一般性と固有性を見出した点が指摘される。

　よって，著者は博士（理学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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